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Ⅰ ２０２５年３月期第２四半期実績 ２０２５年３月期業績予想 Ｐ ３

※本資料に記載された金額は、原則として単位未満切捨て表示

Ⅱ 今後の重点戦略 Ｐ１９

Ⅲ 参考 Ｐ３０



Ⅰ

２０２５年３月期第２四半期実績

２０２５年３月期業績予想
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２０２５年３月期第２四半期 連結決算 増収増益

➢ 経済活動が活性化したこと等により、旅客運輸収入等が増加し、増収

➢ 増収に伴い、全ての段階利益が増益

２０２５年３月期第２四半期 セグメント すべてのセグメントで増収増益

➢ 運輸業は、経済活動が活性化したこと等により、旅客運輸収入が増加し、増収増益

➢ 不動産事業は、前年度に取得・開業した物件の賃貸収入の増等により、増収増益

➢ 流通・広告事業は、広告事業における売上の増及び情報通信事業における携帯電話第4世代通信サービ

ス整備の進捗に伴う営業許諾料の増加等により、増収増益

２０２５年３月期 連結業績予想

➢ 連結業績予想については、当第２四半期決算等を踏まえ検討した結果、 ２０２４年１０月２３日公表の業

績予想から変更いたしません。

配当見通し（1株当たり）

➢ 202５年3月期 中間配当 – 円 期末配当 ４０円 合計４０円

２０２５年３月期 第２四半期決算のポイント

（単位：百万円） 

増減 増減

金額 率 金額 率

A B  B-A (B-A)/A C D D-C (D-C)/C

191,744 202,369 +10,624 +5.5% 389,267 407,500 +18,232 +4.7%

151,334 152,308 +973 +0.6% 312,908 319,500 +6,591 +2.1%

40,410 50,060 +9,650 +23.9% 76,359 88,000 +11,640 +15.2%

34,937 44,525 +9,588 +27.4% 65,866 76,700 +10,833 +16.4%

24,247 30,699 +6,452 +26.6% 46,262 52,300 +6,037 +13.1%

24/3期
2Q累計

25/3期
2Q累計

24/3期
通期決算

25/3期
通期業績予想

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

営業収益

営業費

営業利益

経常利益



２０２５年３月期 第２四半期決算 連結営業利益増減
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■ 参考： ＥＢＩＴＤＡの比較

■ 連結営業利益の増減

・連結ＥＢＩＴＤＡ＝連結営業利益＋連結減価償却費
・セグメントEBITDA＝セグメント営業利益＋セグメント減価償却費

（単位：億円）

増減

金額 率

A B  B-A (B-A)/A

767 853 +85 +11.2%

運輸業 684 765 +81 +11.8%

不動産事業 37 39 +1 +4.5%

流通・広告事業 44 47 +2 +5.4%

25/3期
2Q累計

連結

24/3期
2Q累計

24/3期
2Q累計

25/3期
2Q累計

運輸業

増収

＋９６

不動産事業

増収

＋３

流通・広告事業

増収

＋５

404

人件費

増加

△６

経 費

増加

△１０

・修繕費 ＋２６

・固定資産除却費 △２３ 等

諸 税

増加

△３

減価償却費

減少

＋１０

500

・償却進行による減 等

（単位：億円）

その他収入＋６

旅客運輸収入

＋９０

収入 ＋１０６ 費用 △９ （費用増に伴う利益の減）

・給料の増 等

・定期 ＋31

・定期外 ＋58



第２四半期決算 業績推移
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※20/3期は、収益認識会計基準の適用前であるため、現行に比して約８３億円が営業収益・営業費に両建て計上されている。



２０２５年３月期 第２四半期決算 運輸業
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■ 運輸業 四半期実績の推移 ■ 旅客運輸収入の推移比較（合計）

■ 輸送量（平日・休日（※）別の自動改札機出場数）

■ エリア別乗車人員推移

（単位：百万円）

24/3期 25/3期 増減 24/3期 25/3期 増減

2Q累計 2Q累計 金額 率 通期決算 通期業績予想 金額 率

A B  B-A (B-A)/A C D D-C (D-C)/C

175,638 185,333 +9,694 +5.5% 356,467 372,600 +16,132 +4.5%

141,756 142,244 +487 +0.3% 292,682 297,300 +4,617 +1.6%

33,881 43,088 +9,206 +27.2% 63,785 75,300 +11,514 +18.1%

営業収益

営業費

営業利益
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２０２５年３月期 第２四半期決算 不動産事業

■ 不動産事業 四半期実績の推移 ■ 不動産事業 対前年度営業収益比較の推移

■ オフィスの平均賃料と空室率

2023
9月末時点

（A）

2024
9月末時点

（B）

対前年度

増減
（B-A）

率
（B-A)/A

平均賃料単価
（円／月坪）

23,184 22,280 △904 △3.9%

空室率
（単位:％）

2.98 1.00
1.98pt

改善
ー

（単位：百万円）

増減 増減

金額 率 金額 率

A B  B-A (B-A)/A C D D-C (D-C)/C

6,733 7,095 +361 +5.4% 13,654 14,700 +1,045 +7.7%

4,103 4,371 +267 +6.5% 9,091 10,200 +1,108 +12.2%

2,630 2,724 +93 +3.6% 4,563 4,500 △63 △1.4%

25/3期
通期業績予想

営業収益

営業費

営業利益

24/3期
2Q累計

25/3期
2Q累計

24/3期
通期決算
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２０２５年３月期 第２四半期決算 流通・広告事業

■流通・広告事業 四半期実績の推移 ■流通事業 対前年度営業収益比較の推移

■広告事業 対前年度営業収益比較の推移 ■情報通信事業 対前年度営業収益比較の推移

（単位：百万円）

増減 増減

金額 率 金額 率

A B  B-A (B-A)/A C D D-C (D-C)/C

11,566 12,095 +528 +4.6% 23,920 24,400 +479 +2.0%

7,739 7,963 +223 +2.9% 15,951 16,500 +548 +3.4%

3,827 4,132 +305 +8.0% 7,969 7,900 △69 △0.9%

25/3期
通期業績予想

営業収益

営業費

営業利益

24/3期
2Q累計

25/3期
2Q累計

24/3期
通期決算



２０２５年３月期 第２四半期 連結損益計算書
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（単位：百万円）

増減

金額 率

A B  B-A (B-A)/A

191,744 202,369 +10,624 +5.5%

運輸業 175,638 185,333 +9,694 +5.5%

（旅客運輸収入） (160,646) (169,700) (+9,053) (+5.6%)

不動産事業 6,733 7,095 +361 +5.4%

流通・広告事業 11,566 12,095 +528 +4.6%

その他 1,861 2,013 +151 +8.1%

151,334 152,308 +973 +0.6%
　修繕費　＋２，６５４
　減価償却費　△1,086

40,410 50,060 +9,650 +23.9%

運輸業 33,881 43,088 +9,206 +27.2%

不動産事業 2,630 2,724 +93 +3.6%

流通・広告事業 3,827 4,132 +305 +8.0%

その他 15 58 +42 +281.1%

調整額 55 57 +2 +4.0%

△5,472 △5,535 △62 -

営業外収益 826 522 △303 △36.7%

営業外費用 6,298 6,057 △241 △3.8%

34,937 44,525 +9,588 +27.4%

54 △187 △241 -

特別利益 5,847 1,205 △4,641 △79.4%
　固定資産売却益　＋538
　鉄道施設受贈財産評価額　△4,972

特別損失 5,792 1,392 △4,400 △76.0% 　固定資産圧縮損　△4,601

34,991 44,338 +9,346 +26.7%

10,744 13,638 +2,894 +26.9%

法人税・住民税及び事業税 5,370 7,083 +1,712 +31.9%

法人税等調整額 5,373 6,554 +1,181 +22.0%

24,247 30,699 +6,452 +26.6%

営業外損益

主な増減事由

営業収益

営業費

営業利益

24/3期
2Q累計

25/3期
2Q累計

経常利益

特別損益

税金等調整前四半期純利益

法人税等

親会社株主に帰属する
四半期純利益



２０２５年３月期 第２四半期決算 連結貸借対照表
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（単位：百万円）

増減

金額 率

A B  B-A (B-A)/A

337,220 318,947 △18,272 △5.4% 　有価証券　△10,000

1,685,303 1,677,957 △7,345 △0.4% 　繰延税金資産　△6,225

2,022,524 1,996,905 △25,618 △1.3%

173,620 159,864 △13,755 △7.9%
　1年以内返済長期借入金　＋２３，５２５
　未払金　△２９，３７２

1,180,507 1,157,257 △23,249 △2.0% 　長期借入金　△27,206

1,354,128 1,317,122 △37,005 △2.7%

668,395 679,782 +11,387 +1.7%

2,022,524 1,996,905 △25,618 △1.3%

33.0% 34.0%

(36.5%) (37.6%)

流動負債

主な増減事由

流動資産

固定資産

資産合計

24/3期
期末

25/3期
2Q期末

自己資本比率

（新線建設推進長期借入金を除く）

固定負債

負債合計

純資産合計

負債・純資産合計



２０２５年３月期 第２四半期 連結有利子負債及び連結キャッシュ・フロー計算書
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■ 連結有利子負債

■ 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

増減

金額 率

A B  B-A (B-A)/A

54,987 56,148 +1,160 +2.1%

△57,934 △42,642 +15,292 -

△32,870 △32,415 +455 -

88,982 90,665 +1,682 +1.9%

53,165 71,756 +18,590 +35.0%

△2,946 13,506 +16,452 -

※２　フリー・キャッシュ・フロー＝営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロー

24/3期
2Q累計

25/3期
2Q累計

フリー・キャッシュ・フロー　※２

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

（単位：百万円）

増減

金額 率

A B  B-A (B-A)/A

1,118,898 1,105,218 △13,680 △1.2% 1.07% (△0.02%)

社債 587,000 577,000 △10,000 △1.7% 1.03% (△0.02%)

長期借入金 339,778 336,098 △3,680 △1.1% 0.88% (△0.01%)

新線建設推進長期借入金 192,120 192,120 - - 1.50% (      -      )

※１　「平均利率」については、有利子負債の当第２四半期末残高に対する加重平均利率を記載している。

平均利率　※１
（対24/3期末）

有利子負債残高

24/3期
期末

25/3期
2Q期末



２０２５年３月期 第２四半期 （個別）設備投資実績
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24/3期
2Q累計

25/3期
2Q累計 主な実施内容

・CBTC（丸ノ内線・日比谷線等）

・変電所　設備改良

・車両更新（半蔵門線）

・総合通信ネットワーク改良

・東西線輸送改善

・豊洲駅改良(ホーム増設)

・バリアフリー設備整備

・渋谷駅移設(銀座線)

・南北線延伸

・有楽町線延伸
678 1,107

40,006 28,995

新線建設

総計

1,443 725

39,327 27,887

環境対策
その他

合計

1,649 1,367

9,596 8,272 ・新宿駅西口地区開発計画
都市・生活
創造事業

経営効率化

5,403 4,147旅客サービス

19,911 7,224安全対策

921 6,015輸送改善

400 134自然災害対策

項目

（単位：百万円）



２０２５年３月期 通期業績予想
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（単位：百万円）

24/3期 25/3期 増減

通期決算 通期業績予想 金額 率

A B  B-A (B-A)/A

389,267 407,500 +18,232 +4.7%

運輸業 356,467 372,600 +16,132 +4.5% 　旅客運輸収入の増

不動産事業 13,654 14,700 +1,045 +7.7%

流通・広告事業 23,920 24,400 +479 +2.0%

その他 3,726 4,100 +373 +10.0%

312,908 319,500 +6,591 +2.1% 　修繕費の増

76,359 88,000 +11,640 +15.2%

運輸業 63,785 75,300 +11,514 +18.1%

不動産事業 4,563 4,500 △63 △1.4%

流通・広告事業 7,969 7,900 △69 △0.9%

その他 △64 0 +64 -

調整額 106 300 +193 +182.5%

△10,492 △11,300 △807 -

65,866 76,700 +10,833 +16.4%

△324 △1,500 △1,175 -
　（特別利益）固定資産売却益の増
　（特別損失）労働時間及び割増賃金の支払に関する
　　　　　　　　是正勧告に伴う清算金の計上

65,541 75,200 +9,658 +14.7%

19,279 22,900 +3,620 +18.8%

法人税・住民税及び事業税 10,885 11,600 +714 +6.6%

法人税等調整額 8,394 11,300 +2,905 +34.6%

46,262 52,300 +6,037 +13.1%

経常利益

特別損益

税金等調整前当期純利益

法人税等

親会社株主に帰属する
当期純利益

営業外損益

主な増減事由

営業収益

営業費

営業利益



【参考】２０２５年３月期 第２四半期 （個別）損益計算書
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（単位：百万円）

増減

金額 率

A B  B-A (B-A)/A

鉄道事業営業収益 173,599 184,014 +10,415 +6.0%
　定期　＋３，１７７
　定期外　＋５，８７６

鉄道事業営業費 140,195 141,583 +1,387 +1.0%
　修繕費　＋２，６５４
　減価償却費　△1,114

33,403 42,431 +9,027 +27.0%

関連事業営業収益 8,845 9,396 +551 +6.2%

関連事業営業費 3,893 4,092 +198 +5.1%

4,951 5,304 +352 +7.1%

38,355 47,735 +9,380 +24.5%

△4,046 △3,376 +669 - 　受取配当金　＋６１４

34,308 44,358 +10,050 +29.3%

75 32 △42 △56.6%

34,384 44,391 +10,007 +29.1%

10,002 12,887 +2,884 +28.8%

24,381 31,504 +7,122 +29.2%四半期純利益

主な増減事由

鉄道事業営業利益

関連事業営業利益

全事業営業利益

営業外損益

経常利益

特別損益

税引前四半期純利益

法人税等

24/3期
2Q累計

25/3期
2Q累計



【参考】２０２５年３月期 第２四半期 （個別）貸借対照表

16

（単位：百万円）

24/3期 25/3期 増減

期末 2Q期末 金額 率

A B  B-A (B-A)/A

334,471 315,372 △19,098 △5.7% 　有価証券　△１０，０００

1,663,651 1,656,521 △7,130 △0.4% 　繰延税金資産　△6,569

1,998,122 1,971,894 △26,228 △1.3%

196,706 180,954 △15,752 △8.0%
　1年以内返済長期借入金　＋２３，５２５
　未払金　△２９，３７２

1,168,612 1,145,202 △23,410 △2.0% 　長期借入金　△27,206

1,365,319 1,326,156 △39,162 △2.9%

632,803 645,737 +12,933 +2.0%

1,998,122 1,971,894 △26,228 △1.3%

資産合計

主な増減事由

流動資産

固定資産

純資産合計

負債・純資産合計

流動負債

固定負債

負債合計



【参考】２０２５年３月期 第２四半期 鉄道運輸成績
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A B  B-A (B-A)/A

定期 632,728 659,756 +27,028 +4.3%

定期外 558,105 594,799 +36,693 +6.6%

合　計 1,190,833 1,254,556 +63,722 +5.4%

定期 62,649 65,827 +3,177 +5.1%

定期外 97,996 103,872 +5,876 +6.0%

合　計 160,646 169,700 +9,053 +5.6%

増減 増減率

輸送人員
（千人）

旅客運輸収入
（百万円）

24/3期
2Q累計

25/3期
2Q累計



【参考】２０２５年３月期 （個別）通期業績予想
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（単位：百万円）

24/3期 25/3期 増減

通期決算 通期業績予想 金額 率

A B  B-A (B-A)/A

鉄道事業営業収益 352,319 370,000 +17,681 +5.0% 　旅客運輸収入の増

鉄道事業営業費 290,657 295,600 +4,943 +1.7% 　修繕費の増

61,662 74,400 +12,738 +20.7%

関連事業営業収益 18,100 19,000 +900 +5.0%

関連事業営業費 8,873 9,700 +827 +9.3%

9,226 9,300 +74 +0.8%

70,889 83,700 +12,811 +18.1%

△7,528 △9,000 △1,472 - 　受取配当金の減

63,361 74,700 +11,339 +17.9%

△161 △1,300 △1,139 -
　（特別利益）固定資産売却益の増
　（特別損失）労働時間及び割増賃金の支払に関する
　　　　　　　　　是正勧告に伴う清算金の計上

63,199 73,400 +10,201 +16.1%

17,390 21,600 +4,210 +24.2%

45,809 51,800 +5,991 +13.1%当期純利益

主な増減事由

鉄道事業営業利益

関連事業営業利益

全事業営業利益

営業外損益

経常利益

特別損益

税引前当期純利益

法人税等



Ⅱ  今後の重点戦略
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今後の重点戦略

20

鉄道事業

ー 人口増、再開発の進展、インバウンドを踏まえた需要喚起策とコスト構造改革による利益回復・成長

非鉄道事業

ー 鉄道事業とのシナジーを意識した不動産事業を中心に、規律をもった成長投資による利益創出

キャピタルアロケーション

ー 維持・更新投資を減価償却費の範囲内とし、成長への重点配分により、フリー・キャッシュフローを安定創出

⚫ コロナ禍において鉄道事業経費※2を大幅に削減（コロナ前比▲15%程度） 、今後も1,000億円を下回る
水準の維持を目指す。

⚫ 2024年9月の旅客運輸収入はコロナ前※1の95.7%水準（2019年10月の消費税率改定に伴う先買い
の影響を除いた推計値）まで回復。定期外を中心とした需要喚起策の実行により更なる収入増を目指す。

⚫ 有楽町線・南北線の延伸は、十分な公的資金を前提に建設を進める。長期的な収入増に貢献。

⚫ 不動産事業では、主要駅に隣接する不動産の開発を通して、人流を増やし、鉄道事業への貢献も目指す。
また、今後は私募REITを活用して、不動産の売却・取得・開発を循環させる事業モデルで事業拡大を図る。

⚫ 東京2020大会に向け前倒しで進めてきた設備投資は一巡し、今後は成長投資へ資金を振り向ける。

⚫ 202５年３月期以降も配当性向40%以上を目指し、利益の成長とともに株主還元の充実を図る。

※1 コロナ前は2019年2月から2020年1月の期間を想定し、同月を比較 ※2 電気料金除く

⚫ 運輸業を基軸に不動産事業、流通・広告事業等とのシナジーを活かし、東京の魅力増大と共に
成長を加速していく。
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⚫ 鉄道駅バリアフリー料金収受による上乗せ分も含め、2024年9月の旅客運輸収入はコロナ
前※1の95.7%水準（2019年10月の消費税率改定に伴う先買いの影響※2を除いた推計値）まで回復。

※1 コロナ前は2019年2月から2020年1月の期間を想定し、同月を比較 ※2 ２０１９年10月の消費税率改定に伴う運賃改定実施により、2019年9月に先買い需要が発生

月次旅客運輸収入の戻り率（コロナ前対比）

2020 2021 2022 2023

2023年3月18日以降は

鉄道駅バリアフリー料金収受による上乗せ分を含む

2024

定期外
104.4%

合計
90.1%

定期
74.5%

（95.7%）

（105.0%）

（85.5%）

括弧内は2019年10月の消費税率改定に伴う
先買いの影響※2を除いた推計値
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⚫ コロナ禍以降、足許では東京都の人口流入が加速。また、オフィス空室率も減少傾向にあり、今
後も大規模なオフィスビルの供給が期待される。

※1 総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」を参照 ※2 三鬼商事株式会社「OFFICE MARKET」を参照。都心5地区は、千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区。

東京都の転入超過（夜間人口）の推移※1 都心５区のオフィスの
総面積・空室率の推移※2

累計人数(人) オフィスの総面積(百万㎡)

（左軸）

空室率
（右軸）

東京都への人口流入の加速及びオフィス空室率の減少
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営業収益の拡大に向けた需要喚起策

23

⚫ 旅客運輸収入、特に定期外収入の更なる成長に向けて、需要を創出・活性化する様々な施策
を実行し、東京の都市内観光（City Tourism）を通じて人の流れを創出していく。

東京都における月別の外国人延べ宿泊者数※2の推移

企画乗車券の販売増強、インバウンド向け新商品の開発

⚫ 交通・観光プラットフォーム事業会社であ
るリンクティビティ株式会社と資本業務提
携を実施 (2024年3月）

新たな乗車サービスの展開

QRコードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。

訪日外客数の推移（国内全体）※1

⚫ クレジットカードのタッチ決済及びQR コードを
活用した乗車サービス実証実験を開始予定

トリ
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千
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※1  実績値は日本政府観光局「訪日外客統計」を参照。2024年の年間訪日外客数は2024年9月時点累計人数。将来値は国土交通省「明日の日本を支える観光ビジョン」における2030年の政府目標6,000万人を参照。

※2 観光庁「宿泊旅行統計調査」を参照。従業者数10人以上の施設における1ヶ月当たりの外国人延べ宿泊者数を2024年7月まで記載。

（9月累計）



コスト構造改革プラン
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⚫ コロナ禍に実施した緊急抑制の成果を活かしつつ、引き続き設備の状態等を踏まえた検査・更
新周期等の見直しを実施。

⚫ 今後、物価上昇が見込まれる中でも、電気料金を除く鉄道事業経費は、1,000億円を下回る
水準（コロナ前比▲15%程度）の維持を目指しており、現時点においてコスト削減を妨げる要
因は発生していない。

今後も、設備数の増加や経年増に伴い増加する修繕費等の抑制に向け、更新周期やスペックの見直しの
ほか、相互直通他社との仕様共通化を検討。

⚫ なお、電気料金について、足許の資源価格は落ち着いており、現時点で大きな増加は見込まれ
ない。
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（億円）

1,000億円を
下回る水準の
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電気料金を除く鉄道事業経費削減プラン※1

※1  個別数値
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有楽町線・南北線の延伸効果
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⚫ 有楽町線・南北線の延伸は、十分な公的資金を前提に建設を進める。長期的な収入増に貢献。

有楽町線延伸 南北線延伸

路線概要
・建設キロ：4.8km
・経由地：豊洲～東陽町～住吉
・開業目標：2030年代半ば

・建設キロ：2.5km
・経由地：品川～白金高輪
・開業目標：2030年代半ば

意義・効果
・観光拠点とのアクセス向上、
まちづくりへの効果を期待
・東西線の混雑緩和へ寄与

・品川駅での複数の他路線接
続
・品川駅や羽田空港へのアクセ
ス向上等へ寄与

輸送人員
予測

・30.3万人/日
（需要定着年次2040年度）

・15.4万人/日
（需要定着年次2040年度）

各延伸の概要

建設費・資金スキーム

資金

建設費 有楽町線延伸 2,690億円
南北線延伸

1,310億円

都市鉄道融資 1,624億円 地下鉄補助※1 2,376億円

※1 地下高速鉄道整備事業費補助

※新駅の名称は仮称
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取得済資産 新規取得不動産

（億円）
・虎ノ門ヒルズ ステーションタワー
・Z会お茶ノ水ビル（淡路町） 等

鉄道とのシナジーを意識した不動産開発

26

⚫ 1963年に不動産事業を開始。現在、オフィスや商業店舗の賃貸物件を中心として、123物件
を保有

⚫ 主要駅に隣接する不動産を、立地に応じてパートナーと共同開発し、人流を増やすことで鉄道
事業へも貢献

渋谷マークシティ
共同開発者：

東急、京王電鉄

実績

開発中

新宿駅西口地区
開発計画
共同開発者：

小田急電鉄、東急不動産

2029年度竣工予定

塩浜二丁目土地

2022年4月賃貸開始 2023年竣工

池袋二丁目用地
開発

2024年11月竣工
予定

2000年竣工

渋谷ヒカリエ
共同開発者： 東急他

2012年竣工

渋谷スクランブル
スクエア

第1期（東棟）
共同開発者：

東急、JR東日本

2019年竣工

PMO新宿御苑前

2017年竣工

PMO半蔵門

2019年竣工 2020年竣工

メトロシティ
六本木

東急プラザ原宿
「ハラカド」
共同開発者：
東急不動産

保有賃貸不動産の簿価推移

・PMO新宿御苑前 等



私募REITの運用
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⚫ 私募REITを活用して、不動産の売却・取得・開発を循環させる事業モデルで事業拡大を図る。

⚫ 2024年4月1日には、新会社「東京メトロアセットマネジメント」を設立し、年度内の私募
REITの運用開始に向け、各種の許認可の取得等、具体的な準備を進めている。

循環型事業モデル 私募REITのスキーム

売却

保有 取得・開発

当社

金融機関

運用受託

投資法人
（今後、設立予定）

出資※

代金

人材供給・出資
東京メトロアセットマネジメント株式会社

元利払

融資

投資家

配当

• アセットライトにより資産を効率化

• 売却により開発利益を早期実現

• 売却資金を新たな開発資金の原資として活用

※当社も出資予定



キャッシュフローの推移
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⚫ 東京2020大会に向け前倒しで進めてきた設備投資は一巡し、24年3月期のFCFは333億
円のプラス。今後も設備投資は年間1,000億円程度※1を想定しており、中計期間を超えて安
定的にFCFを創出していく。

※1 新線除く ※2  FCFは営業CFと投資CFの合計値 ※3  23/3期以降は投資CFから新線建設推進資金信託による影響額を控除した数値を表示

702 720

1,240 1,308

1,564 1,599 1,658
1,378

995
775

1,017

キャッシュフローの推移

※2

※3 ※3

（単位：億円）



資本配分と株主還元

29

⚫ 上場を機に、株主還元を強化するとともに、成長投資も着実に実行する方針。

⚫ 配当性向40%以上を目指す方針のもと、2025年3月期の配当予想を40円としており、今後
も利益の成長とともに株主還元の充実を図る。

キャピタル・アロケーションのイメージ

1株当たり配当金額の推移

キャピタル・アロケーション方針

1

2

3

4

配当性向40%以上の分配を目指す

利益の成長とともに配当成長を目指す

資本コストを意識した成長投資を実施

維持・更新投資は減価償却費の範囲内で実施

成長投資の実行に際し、必要に応じて
借入等を実施
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Ⅲ 参考
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運輸成績の推移

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期

定期 1,586,054 1,608,003 1,129,132 1,077,227 1,166,475 1,248,078

定期外 1,180,113 1,156,999 690,355 826,555 1,005,435 1,136,653

合計 2,766,167 2,765,003 1,819,487 1,903,782 2,171,910 2,384,731

対前年増減率

定期 +2.2% +1.4% △ 29.8% △ 4.6% +8.3% +7.0%

定期外 +2.0% △ 2.0% △ 40.3% +19.7% +21.6% +13.1%

合計 +2.1% △0.0% △ 34.2% +4.6% +14.1% +9.8%

■ 輸送人員

■ 旅客運輸収入

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期

定期 153,242 155,188 107,587 105,483 111,990 124,581

定期外 195,266 191,354 116,341 139,609 169,374 199,427

合計 348,509 346,542 223,928 245,092 281,364 324,009

対前年増減率

定期 +2.2% +1.3% △ 30.7% △ 2.0% +6.2% +11.2%

定期外 +1.9% △ 2.0% △ 39.2% +20.0% +21.3% +17.7%

合計 +2.0% △ 0.6% △ 35.4% +9.5% +14.8% +15.2%

（単位：百万円）

（単位：千人）
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連結 損益計算書

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期

運輸業

営業収益 386,531 383,889 255,784 276,255 312,260 356,467

営業費 300,535 312,889 306,576 299,911 297,655 292,682

営業利益又は営業損失（△） 85,996 70,999 △ 50,791 △ 23,656 14,604 63,785

不動産事業

営業収益 13,632 13,913 13,474 13,630 13,740 13,654

営業費 9,005 9,245 8,975 9,020 8,393 9,091

営業利益 4,626 4,667 4,499 4,609 5,347 4,563

流通・広告事業

営業収益 40,992 41,750 31,086 21,746 23,656 23,920

営業費 33,249 33,423 25,741 14,952 15,968 15,951

営業利益 7,742 8,327 5,344 6,793 7,687 7,969

その他

営業収益 3,250 3,402 3,160 3,308 3,707 3,726

営業費 3,145 3,350 3,117 3,268 3,672 3,790

営業利益又は営業損失（△） 104 52 43 40 35 △ 64

営業収益 434,894 433,147 295,729 306,904 345,370 389,267

営業費 336,327 349,229 336,029 319,021 317,592 312,908

営業利益又は営業損失（△） 98,566 83,917 △ 40,299 △ 12,117 27,777 76,359

営業外収益 1,916 2,134 3,789 2,372 2,480 2,055

営業外費用 11,291 11,142 11,179 10,752 10,563 12,548

経常利益又は経常損失（△） 89,191 74,910 △ 47,689 △ 20,497 19,694 65,866

特別利益 10,724 20,594 27,881 7,729 5,236 13,074

特別損失 11,650 20,438 29,587 10,209 4,968 13,398

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

88,265 75,066 △ 49,395 △ 22,977 19,962 65,541

法人税、住民税及び事業税 27,560 23,557 1,601 1,565 4,117 10,885

法人税等調整額 △ 4 117 1,931 △ 11,145 △ 11,927 8,394

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

60,709 51,391 △ 52,927 △ 13,397 27,771 46,262

（単位：百万円）
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連結 貸借対照表

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期

資
産

（資産の部）

流動資産 123,747 120,351 124,072 157,253 334,139 337,220

現金及び預金 17,920 20,042 70,820 76,664 38,982 45,665

新線建設推進資金信託 - - - - 192,120 190,610

未収運賃 27,765 21,774 20,666 21,832 26,193 28,931

未収金 10,397 11,697 9,007 7,728 8,405 8,715

その他の流動資産 67,663 66,836 23,578 51,028 68,437 63,297

固定資産 1,552,334 1,614,436 1,638,389 1,655,714 1,668,681 1,685,303

有形・無形固定資産 1,310,301 1,384,522 1,434,846 1,439,469 1,428,346 1,454,870

建設仮勘定 190,901 180,892 150,721 151,600 165,712 161,421

投資その他の資産 51,131 49,021 52,821 64,644 74,622 69,011

資産合計 1,676,081 1,734,788 1,762,461 1,812,967 2,002,821 2,022,524

負
債
・純
資
産

（負債の部）

流動負債 236,630 228,983 166,666 192,721 171,242 173,620

1年内返済予定長期借入金 18,760 27,178 35,576 13,426 11,087 32,086

1年内償還予定社債 40,000 25,000 10,000 55,000 30,000 10,000

未払金 91,479 92,635 64,937 60,252 57,121 52,185

未払消費税等 4,290 2,125 486 6,025 8,128 5,726

未払法人税等 14,855 10,948 1,058 1,864 4,386 10,357

前受運賃 18,878 19,170 14,033 15,469 16,349 18,194

賞与引当金 11,121 11,359 10,145 10,450 11,802 12,249

その他 37,245 40,564 30,428 30,233 32,367 32,819

固定負債 760,472 795,699 951,382 1,001,885 1,198,234 1,180,507

社債 427,000 462,000 562,000 577,000 577,000 577,000

長期借入金 229,051 241,872 296,295 325,868 329,781 307,692

新線建設推進長期借入金 - - - - 192,120 192,120

その他 104,420 91,826 93,086 99,016 99,333 103,695

負債合計 997,102 1,024,682 1,118,049 1,194,607 1,369,476 1,354,128

（純資産の部）

資本金 58,100 58,100 58,100 58,100 58,100 58,100

資本剰余金 62,167 62,167 62,167 62,167 62,167 62,167

利益剰余金 547,223 583,508 515,504 491,502 509,978 544,620

純資産合計 678,978 710,106 644,412 618,360 633,344 668,395

負債・純資産合計 1,676,081 1,734,788 1,762,461 1,812,967 2,002,821 2,022,524

(単位：百万円）
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連結 キャッシュフロー

, 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 88,265 75,066 △49,395 △22,977 19,962 65,541

減価償却費 77,568 82,662 86,775 88,218 70,377 73,747

引当金増減額 △844 △50 △3,817 3,276 1,105 52

その他 2,803 6,240 △10,350 15,453 △1,611 1,016

法人税等支払額 △27,688 △27,293 △11,588 △675 △1,656 △5,292

営業活動によるキャッシュ・フロー 140,104 136,626 11,622 83,295 88,177 135,066

投資活動によるキャッシュ・フロー

設備投資額 △168,659 △170,792 △139,858 △104,033 △81,714 △104,132

補助金受入収入 5,639 2,925 362 225 3,217 1,088

新線建設推進資金信託の設定による支出 - - - - △192,120 -

その他 3,105 2,044 1,664 4,307 942 2,812

投資活動によるキャッシュ・フロー △159,914 △165,822 △137,831 △99,500 △269,674 △100,230

財務活動によるキャッシュ・フロー

債務返済 △40,314 △58,760 △52,178 △45,576 △68,427 △41,089

資金調達 105,557 99,591 199,220 112,477 236,912 19,943

その他 △15,353 △15,504 △15,554 △9,850 △9,670 △12,006

財務活動によるキャッシュ・フロー 49,889 25,326 131,486 57,049 158,814 △33,153

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 30,078 △3,870 5,277 40,844 △22,682 1,682

現金及び現金同等物の期首残高 39,333 69,412 65,542 70,820 111,664 88,982

現金及び現金同等物の期末残高 69,412 65,542 70,820 111,664 88,982 90,665

（単位：百万円）
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経営指標（連結）

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期

収益性指標

売上高営業利益率（％） 22.7% 19.4% △13.6% △3.9% 8.0% 19.6%

EBITDA〔営業利益＋減価償却費〕（百万円） 176,134 166,580 46,475 76,101 98,155 150,106

EBITDAマージン（％） 40.3% 38.2% 15.2% 24.3% 28.2% 38.3%

ROA〔総資産営業利益率〕※1（％） 6.1% 4.9% △2.3% △0.7% 1.5% 3.8%

ROE〔自己資本当期純利益率〕※2（％） 9.2% 7.4% △7.8% △2.1% 4.4% 7.1%

財務健全性指標

純有利子負債/EBITDA※3（倍） 3.7 4.1 17.9 11.3 10.7 6.9

純有利子負債/EBITDA（新線除く）※3、4（倍） - - - - 8.8 5.6

D/Eレシオ〔有利子負債比率〕※5（倍） 1.05 1.06 1.40 1.57 1.80 1.67 

自己資本比率（％） 40.5% 40.9% 36.6% 34.1% 31.6% 33.0%

バランスシート関連指標

純資産（百万円） 678,978 710,106 644,412 618,360 633,344 668,395

総資産（百万円） 1,676,081 1,734,788 1,762,461 1,812,967 2,002,821 2,022,524

キャッシュフロー関連指標

債務残高（百万円） 714,811 756,036 903,872 971,295 1,139,982 1,118,896

調達額（百万円） 106,000 100,000 200,000 113,000 45,000 20,000

減価償却費（百万円） 77,568 82,662 86,775 88,218 70,377 73,747

投資関連指標

1株当たり配当金（円） 26．00 26.00 16.00 16.00 20.00 32.00

配当性向（％） 24.9% 29.4% - - 41.8% 40.2%

DOE〔株主資本配当率〕※6（％） 2.3% 2.2% 1.4% 1.5% 1.9% 2.9%

※1 ROA＝営業利益÷総資産（期中平均）×100

※2 ROE＝親会社株主に帰属する当期純利益÷自己資本（期中平均）×100

※3 純有利子負債/EBITDA＝純有利子負債÷EBITDA

※4 新線建設推進長期借入金（1,921億円）による影響を控除

※5 D/Eレシオ＝債務残高÷純資産（期末）

※6 DOE＝配当総額÷純資産（期中平均）



各種資料はこちらのサイトでもご覧いただけます。

https://www.tokyometro.jp/corporate/ir/index.html

将来の見通しについて

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在
入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。


